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通達の発布 

財政部及び国家税務総局は共同して、2016年 3月 24日付けで財税[2016]36号通達（以下

「36号文」）を発布した。当該通達は、増値税改革で残る重要な業種に対する増値税税率と関連

増値税政策を規定し、2016年 5月 1日から発効する。 

KPMGは、第 9回チャイナタックスアラートで増値税改革が全業種に及ぼす一般的な影響を分

析した。今回は不動産業及び建設業に及ぼす影響を踏み込んで分析する。 

不動産業及び建築業に適用する増値税税率 

2016年 3月 5日のチャイナタックスアラートで予測された増値税税率は 36 号文により確認され

た。尚現行の不動産業及び建設業の増値税税率及び営業税税率は以下の通りである。 

業界 現行営業税率 増値税率 

建設業 3% 11% 

不動産業 5% 11% 

増値税の実質が差額課税（売上税額－仕入税額）であるのに対し、営業税は全額課税（売上税

額のみ）であるため、現行税率と新税率を単純に比べてもあまり意味がない。しかし、移行期間

政策の実施は税率に更なる影響を及ぼすため、以下に解説する。 

主要な影響 

営業税体系では不動産業及び建設業が営業税の税源貢献が最も大きい。増値税改革後は、不

動産業及び建設業の増値税率は、営業税率より大きく変化する。そのため、増値税改革の政策
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は、不動産業及び建設業に及ぼす影響は甚大である。今回、当局から不動産業及び建設業に

対して、営業税から増値税に問題もなく移行できるよう具体的に規定を公布した。 

概観すれば、マクロ経済に実質的に影響を及ぼす不動産業及び建設業に適用される増値税政

策は４つである。 

 移行政策： 増値税改革に一連の移行政策が含まれている。そのうち、一般納税人資格者で
ある不動産デベロッパーが、工事着工が 2016年 4月 30日以前の自社開発の不動産を販

売する場合、あるいは一般納税人資格者が 2016年 4月 30日以前に取得した不動産をリ

ースする場合、簡易課税方式で税率 5％の適用を選択し納税できる。つまり、不動産業の旧

プロジェクトには営業税と同率が適用される。この政策の目的は、増値税改革を問題なく移

行させることであり、増値税率がいきなり 11％に跳ね上がることがないようにするためであ

る。ただし、2016年 5月 1日以後に取得、若しくは新規開発の不動産プロジェクトには

11％の増値税率が適用される。なお、当該政策は個人による住宅の販売には適用されな

い。 

 土地の購入コストにみなし仕入増値税を控除する： 不動産デベロッパーが不動産販売に増
値税標準額を計算する場合、政府に支払った土地の対価は売上から控除できる。優遇効果

は不動産デベロッパーが増値した部分のみに課税されることである。なお、当該政策は不動

産デベロッパーが税率 11％で増値税を納付している場合に適用され、移行政策の適用を

選定し、5％の徴税率で納税する場合に適用されない。 

 個人購入の 2年超（2年を含）の不動産の販売に増値税納付を免除する： 不動産の長期保

有を奨励して投機的行為を抑制するため、北京、上海、広州、深センを除き、個人が購入し

た 2年以内の不動産を販売する場合、5%の徴収率で納税しなければならない。また、個人

購入して 2年以上（2年を含む）の不動産を販売する場合、増値税が免除される。当該政策

は営業税の規定を引き継いで個人の居住用不動産ならびに投資用不動産の両方に適用さ

れる。 

 11%の増値税率適用の不動産に仕入税額を分割控除する： 2016年 5月 1日以降購入し

た不動産は税率 11%の増値税が適用され、購入者が増値税一般納税人資格者の場合、

不動産の仕入税額も控除申告できる。控除できる仕入税額は、不動産購入後 2年以内に

分割して、１年目は 60%控除、２年目に 40%を控除する。現行の営業税体系は、不動産の

購入に対して控除を定めていないため、中国増値税制度の大きな進展と言える。しかし、国

際的視点では増値税の仕入税額の分割控除は一般的ではない。 

新政策は比較的に穏やかな方法で不動産業及び建設業の影響をコントロールしている。2016

年 5月 1日以前に建設プロジェクトならびに不動産販売は強力に推進し、不動産デベロッパー

及び購入者側は移行政策の適用を選択することが予測できる。 

不動産業及び建設業の具体的な範囲 

政策における「不動産業」及び「建設業」の定義は営業税法規の規定と基本的に一致している。

すなわち、増値税は、不動産の販売・賃貸業務に適用され、住宅、小売、オフィスビル、工業用不

動産、商業不動産など主要な不動産類型に影響を及ぼしている。 

注意すべきは、不動産仲介業、不動産管理業者、建築士、積算士などサービス提供側の業務活

動は、「不動産業及び建設業」の課税範囲に属さず、「商務補助サービス」の課税範囲に属する

ため、6%の増値税率が適用されることである。 

移行政策 

移行政策は、不動産の所有者、不動産賃貸業者、不動産基金及び不動産投資会社に最も注目

されている。簡単に言えば、政府が増値税導入で最も頭を抱える問題は、市場経済の秩序を乱

さすことなく、如何に増値税を既存の不動産および建設業プロジェクトに適用するかである。 
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移行政策の適用の状況は下記の通りである。 

適用状況 条件 増値税税率 

既存プロジェク

トのデベロッパ

ー 

不動産デベロッパーの一般納税人資格

者が自社開発した既存プロジェクトを販

売する。 

既存プロジェクトは下記条件を満たさな

ければならないこと。 

「建設工事実施許可証」に記載された

工事開始日が、2016年 4月 30日以

前である。 

 

簡易課税方式を選択

し、5％の徴収率を適用

できる。 

中古不動産販

売（非不動産

デベロッパー） 

一般納税人資格者が、2016年 4月 30

日以前に取得した不動産（自社建設物

件を含まない）を販売する。 

簡易課税方式を選択

し、取得する全ての収

入から取得原価を差引

いた差額を基に 5％の

徴収率で不動産の所

在地の管轄税務機関

に増値税を予納し、機

構所在地の管轄税務

機関に増値税を申告・

納付する。 

不動産リース 一般納税人資格者が、2016年 4月 30

日以前に取得した不動産をリースする。 

簡易課税方式を選択

し、5％の徴収率で不

動産所在地の管轄税

務機関に増値税を予

納し、機構所在地の管

轄税務機関に増値税

を申告・納付する。 

建設業  「清包工」方式（注：建設業者が建

築材料を提供しない方式）の建設サ

ービス。 

 「甲供工事」方式の建設サービス。 

 建設工事の既存プロジェクトに建設

サービスを提供する場合、次の条

件のいずれかに該当しなければな

らないこと。 

1.「建設工事実施許可証」に記載さ

れる工事開始日が 2016年 4月

30日以前である。 

2. 「建設工事実施許可証」を取得し

ていない場合、建設工事請負契約

に記載される工事開始日が 2016

年 4月 30日以前である。 

徴収率 3％の簡易課

税方式に適用できる。

更に、下請業者に支払

う費用を、控除納税す

ることができる（既存の

営業税と合致）。 
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簡易課税方式による移行政策を選択する場合、次のことを意味してい
る。 

 建設業は徴収率 3％を適用し、不動産販売及び不動産賃貸は徴収率 5％を適用す

る 

 建設及び不動産販売、不動産賃貸のサービスの提供者は、仕入税額を控除できな
い 

 建設及び不動産販売、不動産賃貸サービスの購入者は、仕入税額を控除できる可
能性がある 

 建設及び不動産販売、不動産賃貸サービスの提供者は、増値税専用発票を発行で
きる可能性がある 

より優遇的な政策とは、一般納税人資格者は、簡易課税方式を採択し、建設・不動産プ

ロジェクトを購入する場合に仕入税額の控除が認められることである。しかし、建設企業

と不動産企業は、簡易課税のプロジェクトに係る増値税専用発票を自ら発行できるか(既

に増値税一般納税人資格者である場合)、あるいは管轄税務機関に代理発行してもらう

べきか、まだ不明確である。また、徴収率 5％の簡易課税方式を適用する不動産リース

プロジェクトも同様に増値税専用発票を発行できるか否かも、不明確である。 

政策の移行期間において、業者は自ら簡易課税方式、または業界による増値税税率の

どちらかを選択して増値税を納付できる。つまり、プロジェクトごとに、異なる税率を選択し

て、増値税を納付することも可能になる。そのため、ある不動産開発業者が、販売住宅に

簡易課税方式を採用して徴収率 5％で税込価格に基づいて増値税を納付する一方、商

業用不動産に対しては、税率 11％の増値税額を算定し、税額分を購入側に転嫁し、購

入側が転嫁された仕入税額を控除できるという伝統的な課税方式を採択する傾向がでる

だろう。注意すべきは、納税者が一旦、課税方式を選択した場合、その後の 36ヶ月以内

は方式を変更することはできない。 

実務上、次のことにも注意すべきである。不動産賃貸業者は移行政策の適用を選んだ場

合、その適用条件が、増値税一般納税人資格者が、2016年 4月 30日以前に不動産を

取得することしか要求していない。簡易課税方式を選択し、当該条件を満たす不動産賃

貸業者は、将来にも継続して移行政策を適用できる。言い換えれば、所有権が変更され

ていない同一の不動産は、数年後でも徴収率 5％の簡易課税方式の移行政策を適用す

ることができることになる。なお、新規不動産または所有権が変更された不動産は、移行

政策を継続的に適用することはできない。 

不動産賃貸業務において、オーナーの選択は、賃借人によっても大いに影響を受ける。

例えば、もしオーナーが増値税の負担を賃借人に転嫁できる場合は 11％の税率。また、

賃貸条項または交渉の不順調によつて仕入増値税の負担を賃借人に移転できない場

合、賃貸業者は 5％の徴収率を選択するであろう。そのため、賃貸業者と賃借人が、税

務処理を確認することが賃貸契約の交渉上の一部になる。 

小規模納税義務者 

11%の増値税税率は一般納税人資格者に適用される。年間売上高 500万人民元以

上、あるいは 500万人民元を超えていないが健全な会計記録、正確な税務資料を税務

機関に提出できる場合、税務局に増値税一般納税人資格を申請して、税務登記を行った

納税者を、増値税一般納税人資格者という。 

「増値税一般納税人資格者」の基準を満たさない納税者は、増値税小規模納税義務者で

ある。増値税小規模納税義務者は以下の特徴を有している。 

 不動産業の小規模納税義務者は税率 5%を適用、また建築業の小規模納税義務者

は税率 3%を適用して増値税を納付する。 

 小規模納税義務者は仕入増値税を控除できない。 
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 小規模納税義務者は増値税専用発票を発行できない。ただし、小規模納税義務者
は、一般納税人資格者に貨物申請または増値税が適用される役務を提供する場

合、購入者が販売業者に増値税専用発票を要求する場合、税務機関に増値税専用

発票の代理発行を依頼することができる。 

個人が住宅を貸出す場合、徴収率 1.5%の増値税を納付する。これは現行の営業税政

策と一致する。 

業務別の分析 

個人住宅の売却に関する政策 

上述した通り、新政策による大きな影響の一つは、「個人住宅の売却に関する政策」であ

る。実務上、個人が購入した住宅を 2年以内に販売する場合、税率 5％で増値税を全納

しなければならない。税額計算のベースは住宅の販売価額である。 

一方、不動産の長期保有を奨励し、投機行為を抑制するため、北京・上海・広州・深セン

の 4都市を除き、個人は 2年以上自己保有する住宅を販売する場合、増値税は免除さ

れる。面白いことに、この政策は、個人が保有するすべての「住宅」不動産の、全てに適

用される。即ち、不動産投資者もこの免税政策を適用できる。なお個人の居住用不動産

賃貸収入は 1.5%の増値税率が適用される。 

しかし、特殊状況が存在する場合、政策の適用可能性には曖昧さがある。例えば、2年

を過ぎていないが所有者が死亡または離婚などの原因で財産権が変更された場合、政

策上、取得した不動産所有権には増値税免税の規定はあるものの、実務上特殊状況が

発生して不動産を再販売する場合、2年という期間を改めて計算しなおす必要性がある

かどうかは不明である。 

建設業 

建設業は、増値税改革の後は税率 3%の簡易課税方式を適用する場合を除き、11%の

増値税率が適用される。現在、徴収率 3%の簡易課税方式を適用しているプロジェクト

は、下請業者に支払ったコストは収入総額から控除できる。現行の営業税政策と一致し

ている。 

増値税改革後に建設業は主に 2つの問題に直面する。 

 増値税発票の取得問題 

元請業者の下で施工に従事する下請業者は、小規模納税義務者が多いため増値

税専用発票を発行することができない。当該部分に関連する仕入増値税は税務局

が代理発行した増値税専用発票を取得した場合のみ控除できる。 

 建設業者は、建築サービスの一部として原材料を購入する場合、その原材料は建設
業の適用税率 11%、あるいは貨物販売の適用税率 17%の増値税を納付すべきな

のか。 

通常、原材料の購入価格はデベロッパーが建設業者に支払う報酬に算入されるた

め税率 11%を適用すると思われるが、現時点でもまだ明確ではない。 

一部の建設業者は建築サービスのみを提供し、デベロッパーが原材料を提供する場合

がある。そのため、原材料を提供しない建設業者に対し税率 3%の簡易課税の優遇措置

が適用される。規定は建設業者の税負担を軽減するための政策的な配慮である。それ

は、建設業者の主なコストが人件費のため、増値税率の軽減によって控除できる仕入税

額が少ない状況を考慮し補填したものである。  

不動産デベロッパー 

不動産デベロッパーは、増値税改革前に着工したプロジェクトに関する有利な移行政策

のほかにも有利な政策がある。そのうち、もっとも重要なのは、一般納税人資格を入手し
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た不動産デベロッパーは、課税標準の計算上、購入した土地の取得原価を売上高から

控除できることである。そのため、不動産デベロッパーは付加価値の増加した部分に限

定して増値税を納付できる。ただし、当該規定は税率 5%ではなく、税率 11%を適用する

不動産デベロッパーに対してのみ適用される。従って、売上高にどちらの税率を適用する

のが有利であるか、事前の試算が非常に重要となる。 

増値税改革において、不動産デベロッパーが特に注目するもう一点とは、実務上、前売り

方式で不動産を販売し、かつ、前受金を受領した場合、大きな建設プロジェクト着工前に

前受金を受領する可能性があるため、前受金を受領した時点で増値税の納税義務が発

生するかということである。これについて 36号文も特段規定していない。前受金を受領し

た時点で増値税発票を発行しない場合、不動産販売の納税義務の発生時点は契約書に

定められた時点、或いは所有権が変更された時点となる。ただし、前受金受領の時点で

税率 3%の増値税の予納が発生する。 

不動産ファンド、不動産投資者及び長期保有財産 

不動産ファンド及び不動産投資者は、賃貸目的保有の不動産に対して比較的緩和的な

移行政策を享受できる。具体的には 2つの場合に徴収率 5%の簡易課税方式を採用で

きる。 

 一般納税人資格者が 2016年 4月 30日以前に取得した不動産を賃借する場合、

或いは 

 一般納税人資格者が 2016年 4月 30日以前に取得した不動産（自社建設を除く）

を販売する場合 

そのほか、徴収率 5%の簡易課税方式を採用できる非自社建設不動産には、販売額と

購買額の差額に対し課税する方式が認められる。すなわち、不動産ファンド及び不動産

投資者、ならびに 2016年 4月 30日以前に購入した不動産（例えば工場）を保有する納

税者が今後不動産を譲渡する場合、売価総額より購入総額を差引いて税率 5%の増値

税を納付できる。現行の営業税規定と一致している。 

一方、2016年 5月 1日以降に取得した不動産は、税率 5%の簡易課税方式は適用でき

ないが、購買側は税率 11%の仕入増値税を控除できる。規定は控除できる仕入税額は

2年に分けて一定の比率に基づき控除ができることを定めている。1年目に控除できる

仕入税額比率は 60%、2年目は 40%である。規定は、2016年 5月 1日以降に取得し

た不動産建設中プロジェクトにも適用されるが、不動産業者が自社開発した不動産、ファ

イナンスリースで借入れた不動産、建築現場の仮設建物・構築物には適用されない。 

一般的には、政府は、この政策で一時的に財政収入増となるがその効果はまだ明確で

はない。それは輸出税還付以外に中国では繰越仕入税額を還付する実務が存在しな

い。これは、購買側に繰越控除税額がある場合でも税還付はできないことを意味してい

る。また、固定資産と処理する不動産の購入に対し、1年目に控除できる 60%の仕入税

額は購入当月に一括申告控除するのか、あるいは比率按分して 12ヶ月に分けて申告控

除するのか、これは 2年目に控除できる 40%の仕入税額にも同じ問題がある。また、2

年目に不動産を売却した場合、それに係わる仕入税額をどのように処理すべきか、政策

はまだ明確にしていない。加えて、購入した不動産が固定資産と処理されない場合、例え

ば投資性不動産として処理される場合はその税額の控除方法に対しても明確にされてい

ない。 

中国の一般的な不動産処理方法は、不動産を所有する企業がその持分或いはその他

権益を売却する方法である。持分の譲渡は営業税或いは増値税の課税対象から外れて

いる。現在公布済みの法規だけから見れば、企業所得税に関する 7号公告のような「み

なし課税」政策、すなわち、持分売却行為を潜在的な不動産資産売却として見なして課税

することは定められていない。 
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物件の管理、不動産仲介、その他類似のサービス提供者 

物件管理サービス、不動産仲介及びその他類似サービスは、6%の増値税率が適用され

る。注意すべきは、物件管理サービスは「商務補助サービス」に分類されている。したが

って、物件の管理サービス及び不動産仲介サービスは仕入税額控除を利用できる。 

水電転売及びその他のインフラ支出 

不動産業、物件管理業者、或いは物件所有者は、不動産賃貸借契約書に基づき水電等

のインフラ支出を、テナントへ転売する行為がよく見られる。問題点は、物件所有者が簡

易課税方式の選択の有無を問わず、転売された水電に対して、水電に適用する増値税

率で納付するか、あるいは、賃借サービスの提供にかかわる価格外費用として 11%の

増値税を納付するか、増値税改革の新規定には具体的な説明はない。 

融資コスト 

金融業の増値税改革は、チャイナタックスアラートに記載されたように、支払利息及びロ

ーンサービスに直接に関連する支払手続料を仕入税額として控除できないため、不動産

プロジェクトの融資コストは増加する。 

実務上生じうる重要問題 

増値税改革は重要な税制改革である。一般的に新たな法規が公布される場合、通常お

よそ 12ヶ月から 18ヶ月の「移行期間」が設けられる。他国での増値税体系のシステム

的な問題は、同じく中国にも発生しうる。当然のことながら、今後、相当な期間にわたって

次のような問題、又は不確実性が発生する。 

 不動産の認証問題： 規定は単に売却予定の不動産及び既得した不動産が一致す
るという仮設を踏まえて運用される。次の例を考えてみよう。不動産デベロッパーが

プロジェクトの一部が既存と新規のものが混在しているものに関与している場合、土

地使用権の取得価格を控除できるのか。同様の問題は移行政策にも登場してくる。

例えば、共有者の 1人が 2016年 4月 30日に不動産の持分 50%を取得し、他者

は 2016年 4月 30日以降に不動産業者からその 50%の持分を買取った。その後

の不動産の売却では、税率 5%の増値税簡易課税方式を共有者全員に適用する

か、それとも全員に適用しないか。 

 商業用不動産及び住宅： 個人住宅の販売に関する政策には、住宅の販売及び賃貸
に税務優遇処置を定めた。ところが、実務では、「住宅」及び「非住宅」をどのように

正確に定義するか困難である。例えば、学生マンションとサービス型マンションを如

何に分類するか。 

 不動産デベロッパーが増値税の一般納税人資格者として登記されること： 不動産デ
ベロッパーは通常、プロジェクトの開始段階で増値税一般納税人資格者の登記を希

望する。その場合は売上税額から仕入税額を控除できる。しかし実務上、プロジェク

トを開始する場合、不動産デベロッパーはまだ収入を得ていないため増値税一般納

税人資格者の登記をスムーズに行えない可能性がある。上述のような費用支出の

発生と収入取得との間に長い期間があるという商業モデルでは、企業は仕入税額を

適時に控除できないことになる。税務当局・税務機構が、プロジェクト開始の段階で

不動産デベロッパーの増値税一般納税人資格登記を承認することを望む。 
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10の問題点－不動産業及び建設業 

2016年 3月 5日に KPMGが発表したチャイナタックスアラートには、不動産業及び建

設業が直面している 10の問題点に言及した。新規定においてこれらの問題が如何に解

決されるか（或は未解決のままであるか）は注目される。 

問題点 結果 

1. 企業は政府部門の入札・競売・公示制度

（中文「招拍挂制度」）を通して土地使用権を

取得する場合、仕入税額のみなし控除が可

能なのか。  

仕入税額のみなし控除ができる。 

2. 中国国内又は海外の不動産企業の持分或

いはその他の持分性投資を譲渡する場合、

増値税を適用するか。 

初歩的に適用しないと判定。 

3. 信託資金の管理代行業者及び水道光熱費な

どの請求代行業者或いは不動産管理会社に対

しどのように増値税を徴収するか。 

状況に応じて代理業及び不動産

管理業者に 6%の増値税を課す

る。 

4. 増値税改革前に既存のプロジェクト又はリ

ース契約書についてどのような移行措置又は

免除政策を適用するか。 

移行政策がある。 

5. 企業が不動産開発業務の前売り行為に対し

て、その納税義務の発生時点を繰り延べること

により、仕入税額が発生する前に売上税額の納

付義務も発生しないようにすることができるか。 

可能。納税義務の発生は契約書

に定められた時点或いは所有権

変更時となる。前受金を受領し

た場合税率 3%の増値税を予納

しなければならない。 

6. リース料の免除期間、フリー駐車スペース及

び不動産所有者が提供するその他の優遇措置

を「みなし販売」として扱うべきか。また、開発業

者が請負業者に原材料や設備を提供する場合

に「みなし販売」として取り扱う必要性があるか。 

リース料の免除期間、フリー駐

車スペースならびに不動産所有

者が提供するその他の優遇措

置を「みなし販売」として扱う可能

性が高い。なお、開発業者が請

負業者に原材料や設備を提供

する場合に「みなし販売」として

取り扱うか否かは不明である。 

7. 不動産デベロッパーは融資コストに係る仕

入税額を控除することができるか。 

できない。 

8. 不動産デベロッパーは、プロジェクトの開発初

期（収入を取得する前）に増値税一般納税人資

格者の登記ができるか。 

現時点ではまだ不明確である。 

9. 不動産の購入によって発生する仕入税額

に対して年間の控除可能金額又は控除可能

比率などの制限があるか。 

固定資産として管理される不動

産の仕入税額は１年目 60%、２

年目 40%を控除できる。 

10.中古不動産の個人販売（個人消費者間の取

引）は中古不動産の販売額に基づいて増値税を

算定するか、それとも譲渡益に基づいて増値税

を算定するか。 

個人が所有した 2年以下の不動

産を販売する場合、販売額の全

額に対し税率 5%の増値税を納

付する。 

個人が所有した 2年超の不動産

を販売する場合、増値税を免除

する。 
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財務上の主要な影響－不動産業及び建設業 

多くの不動産デベロッパー、不動産所有者、不動産ファンド及び不動産投資者は、移行

政策を終えた後の税率 11%の適用により増値税負担が重くなるかに非常に疑問を持っ

ている。この疑問に単純かつ統一した回答はない。しかし、財務モデルに対する財務上

の影響を評価及び分析することは必要である。その影響を査定するにあたって重要な要

素は以下の通りである。 

 既存の契約書条項 － サプライヤーは契約書を締結した後に増値税を転嫁すること

ができない場合、増値税の影響を低減するために（建築業 3%又は不動産業 5%）と

いう徴収率を適用し、簡易課税方法を利用することを希望するであろう。 

 取引相手が増値税一般納税人資格者であるか否か － 物品販売の買手側又はリー

ス業務の借入側が増値税一般納税人資格者の場合、現行の営業税政策と比べ、増

値税政策のほうが売手側又はリース業者が増値税を転嫁することが比較的容易で

ある。総じて、B 2 Bモデルを利用した不動産取引（デパート、オフィスビル、工場、ホ

テル及びその他のビジネス不動産プロジェクト）は、B 2 C又は C 2 Cのモデルを利

用した住宅取引と比べ、前者は政策の変動によって受ける不利な影響が低くなる。 

 土地価格がプロジェクト全体の価値に占める比率 － 政府部門は土地使用権を払い

下げる場合、売上税額を納付する必要性はないと見込んでいる。しかし、デベロッパ

ーは土地使用権を購入する場合、土地使用権の価格に対しみなし仕入税が控除で

きる。そのため、デベロッパーは竣工プロジェクトを販売する場合、その増値税の実

際負担額が、売上税額から仕入税額を控除して算出される。建設コスト及び材料費

がプロジェクトの開発事業総額に占める比率が高ければ高いほど控除可能な仕入

税額の割合も高まる。それは、原材料の仕入税率が 17%で、建設コストの仕入税率

が 11%のためである。 

 販売モデル － 竣工済みの不動産プロジェクト或いは不動産業者の持分を販売する

場合、異なる増値税率が適用される可能性がある。また、持分売却が増値税の課税

対象にならない可能性もある。 

 企業の組織構成 － 多くのデベロッパーはプロジェクト事業体を介して開発プロジェ

クトを運営している。一括申告が実現できない場合、毎回、新規プロジェクトを開発す

る場合は可能な限り早期に仕入税額控除を適用するために、プロジェクト事業体が

速やかに増値税の一般納税人資格者として登記しなければならないが、各デベロッ

パーは売上税額が発生する時点ではじめて、仕入税額を控除することによる経済的

便益を享受することになる。中国は、一部の輸出対象の貨物及びサービスを除いて

仕入税額の還付制度（他の増値税税制を実施する国と異なる）は広く実施されてい

ない。このため、増値税は、企業のキャッシュフローに顕著、かつ長期的に影響を及

ぼすであろう。プロジェクト事業体によって開発プロジェクトを運営する場合、1つの

プロジェクトで発生した仕入税額は、他のプロジェクトの売上税額から控除できない。 
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